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公益財団法人ふくい産業支援センター 

伴走型ＤＸ推進プロジェクト 実施要領 

 

この要領は、公益財団法人ふくい産業支援センター（以下「支援センター」という。）が行う伴走

型ＤＸ推進プロジェクト（以下「本事業」という。）の適正かつ円滑な業務運営を図るため必要な事

項を定めるものである。 

 

（目的） 

第１条 本事業は、全社的にＤＸに取り組もうとする意欲のある県内中小企業者等に対し、支援セ

ンターが設置する専門家チームが一体となってＤＸの実現に向けたプロジェクトの推進およびそ

の中核を担う社内ＤＸ人材の育成および確保まで、県内中小企業者等がＤＸに自立的に取り組む

ための体制整備を伴走支援することで、ＤＸの推進に係るモデルケースとなる県内企業を創出す

ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において使用する用語の定義は、次の各号に掲げるとおりとする。 

（１）「県内中小企業者等」とは、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号

に該当する中小企業者および中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）

第３条第１項各号に該当する中小企業団体であって、福井県内に本店所在地の法人登記が行

われており（個人の場合は県内に住所を有していること）、県内に生産またはサービスの主要

な拠点を有する者とする。 

 

（対象者） 

第３条 本事業の対象者、以下の各号に掲げる要件をいずれも満たす県内中小企業者等とする。 

 （１）支援センターが実施する「ＤＸ専門家派遣事業」を活用し、派遣された専門家から支援を受

けた者 

 （２）自社のＤＸ推進に関する計画を策定し、その実行に向けた取組みを進めようとする者 

 

（公募および広報） 

第４条 支援センターは、本事業の実施にあたり、専門家チームが支援する県内中小企業者等（以

下「支援先企業」という。）を公募する。 

２ 支援センターは、県内中小企業者等が本事業への参加を申請する際に必要となる申請書類の提

出先、提出期限、提出書類、その他公募に関する必要な事項を広報するものとする。 

３ 支援センターが第１項の規定により行う広報は、支援センターの主たる事務所の掲示板に掲示

するほか、定期刊行物、ホームページへの掲載等の適切な方法により行うものとする。 

 

（参加申請） 

第５条 専門家チームによる支援を希望する県内中小企業者等は、様式第１号の伴走型ＤＸ推進プ
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ロジェクト参加申請書（以下「参加申請書」という。）を作成し、支援センターが別に定める期日

までに支援センターに提出するものとする。 

２ 支援センターは、参加申請書の提出があったときは、ＤＸ専門家派遣事業において派遣された

専門家に対してヒアリングを行った上で、当該申請に係る審査を行うほか、必要に応じて現地調

査等を行い、その結果、適当と認められるものについて通知する。 

 

（支援先企業の選考） 

第６条 支援センターは、支援先企業を選考するため、企業のＤＸ支援に関して指導経験を有する

者等で構成する「伴走型ＤＸ推進プロジェクト支援企業選考委員会」を設置し、支援先企業につ

いて諮問する。 

２ 第１項に規定する委員会は、支援センターの諮問を受け、申請書類に記載された内容について、

次に掲げる要件の適否を審査し答申することとする。 

 （１） 別表に掲げる選考基準に適合していること 

 （２） 支援先企業として不適当と認められる行為がない者であること 

３ 支援センターは、第２項に規定する答申を受け、支援先企業を決定する。 

 

（専門家チームの設置） 

第７条 支援センターは、前条の規定により決定した支援先企業に対して支援を実施するため、専

門家チームを設置する。 

２ 専門家チームは、次の各号に掲げる者により構成する。 

 （１）県内のＩＴコーディネータ 

 （２）支援センターＤＸ戦略アドバイザー 

 （３）ふくいＤＸオープンラボ 相談マネージャー 

３ 県内のＩＴコーディネータは、ＮＰＯ法人福井県情報化支援協会から推薦を受けた者のうち、

支援センターが委嘱を行った者とする。 

４ 支援センターＤＸ戦略アドバイザーは、専門家チームの構成員が実施する各支援先企業への支

援内容に関して助言を行うものとする。 

 

（専門家の派遣） 

第８条 支援センターは、専門家チームの構成員（以下「専門家」という。）の中から１名以上を支

援先企業に派遣し、支援先企業におけるＤＸ推進に向けて必要な支援を行うものとする。 

２ 専門家の派遣期間は、支援先企業として採択を行った日から採択日の属する年度の２月末日ま

でとする。 

３ 専門家の派遣回数は、８回を上限とする。 

４ 専門家は、支援先企業におけるＤＸの推進に向け、助言、指導、情報提供その他必要かつ有益と

認められる支援を実施する。 
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（支援実施計画書の策定） 

第９条 専門家は、初回の派遣終了後、速やかに様式第３号により派遣期間内における支援計画等

を記載した支援実施計画書を作成し、支援センターに提出するものとする。 

２ 専門家は、前項の規定により策定された支援実施計画書の内容の達成に向け、誠実に業務を実

施するものとする。 

 

（専門家チームミーティング） 

第１０条 支援センターは、各支援先企業におけるＤＸ推進に向けた取組みの進捗確認および各専

門家による支援内容の情報共有ならびに意見交換を行い、知見の共有等を通じたより効果的な支

援を実施するため、専門家チームミーティングを開催する。 

２ 専門家チームミーティングは、支援センター、専門家、ふくいＤＸオープンラボ相談マネージ

ャー、その他必要と認められる者で構成する。 

３ 専門家チームミーティングは、随時支援センターが招集し開催する。 

 

（特定分野の専門家の追加） 

第１１条 専門家は、支援先企業における支援の中で、当該専門家が有する知識をもって対応が困

難な高度かつ専門的な知識が必要な課題等が発生した場合は、支援センターに対し、当該分野に

見識のある者（以下、「特定分野の専門家」という。）を追加で派遣するよう要請できる。 

２ 支援センターは、前項に規定する追加派遣の要請があった場合は、特定分野の専門家を選定の

上委嘱を行い、必要と認められる回数の範囲内で派遣を行う。ただし、専門家より特定分野の専

門家として特定の人物が推薦された場合は、当該特定分野の専門家の経歴等を踏まえ、適正と認

められる場合にのみ派遣を行うものとする。 

 

（支援実施報告書の提出） 

第１２条 専門家は、派遣が１回終了するごとに、速やかに様式第４号により支援実施報告書を作

成の上、支援センターに提出するものとする。 

 

（謝金および旅費） 

第１３条 支援センターは、専門家より前条に規定する実施報告書を受理した場合は、すみやかに

派遣の対価として謝金および旅費を支払うものとする。 

２ 前項の規定により支払う謝金および旅費の金額は、別に定める。 

 

（業務実施上の注意） 

第１４条 専門家は、以下の各号の内容に注意しながら業務を実施するものとする。 

（１）支援センターに対して虚偽の報告を行わないこと。 

（２）業務上で知り得た秘密を漏らさず、また、自己および自己が所属する企業、法人ならびに団体

の利益としないこと。 

（３）派遣先への営業活動を行わないこと。 
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（４）派遣された専門家またはその者が在籍する企業、法人および団体は、原則として支援先企業

からシステム導入等に関する業務を受託しないこと。 

（５）本業務の目的または内容を逸脱した行為を行わないこと。 

（６）品位ある言動および行動に心がけ、支援先企業との間でトラブルが発生しないように行動す

るともに、支援センターが非難されることのないよう誠実に業務にあたること。 

 

（専門家による企業の紹介） 

第１５条 専門家は、以下の各号に掲げる要件をいずれも満たす場合に限り、支援先企業に対しシ

ステム開発等の業務の発注先の候補となる企業を紹介することができるものとする。 

（１）当該業務を受注できる企業を２社以上紹介すること 

（２）専門家と紹介される企業との間に取引や利害関係がないこと 

（３）発注を行う企業の決定に関与しないこと 

２ 専門家は、前項の要件を満たす場合において、企業を紹介しようとする場合は、様式第５号に

より誓約書を作成し、支援センターの承認を受けるものとする。 

 

（職員の派遣） 

第１６条 支援センターは、本事業の適切な遂行を確保するため、専門家の派遣に同行する支援セ

ンター職員を派遣することができるものとし、支援先企業および専門家は、これを拒むことはで

きない。 

 

（成果の普及） 

第１７条 支援センターは、支援先企業が本事業による支援を得て実施したＤＸに係る取組みの内

容について、セミナー等における発表、情報誌、インターネット等を活用して幅広く県内中小企

業者等に情報提供することにより、県内企業のＤＸの推進に努めるものとする。 

２ 支援先企業は、支援センターが前項の規定により行う情報提供等に協力しなければならない。 

 

（派遣の中止） 

第１８条 支援先企業は、自社のＤＸ推進に向けたプロジェクトを途中で中止する等の事由により、

専門家の派遣を中止しようとする場合、書面により支援センターに通知するものとする。 

２ 支援センターは、支援先企業から本事業の継続に必要な協力が得られないと判断した場合は、

書面による通知を持って派遣を中止できるものとする。 

 

（事業実施状況等の報告） 

第１９条 支援先企業は、専門家の派遣が終了した日の属する年度の終了後３年間、専門家チーム

が支援を行った社内ＤＸプロジェクトの過去１年間の状況等について、様式第２号に基づき、６

月３０日までに支援センターに報告しなければならない。 
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（フォローアップの実施） 

第２０条 支援先企業は、本事業により支援を受けた内容の高度化を図るため、第８条による支援

を受けた年度の翌年度１年間、専門家によるフォローアップを受けることができる。 

２ フォローアップを希望する支援先企業は、様式第６号によりフォローアップ申込書を支援セン

ターが定める期日までに提出するものとする。 

 

（フォローアップを行う専門家の派遣） 

第２１条 支援センターは、前条の規定により支援先企業からフォローアップ申込書の提出があっ

た場合は、フォローアップを行う専門家を１名以上支援先企業に派遣し、支援先企業が本事業に

より支援を受けた内容の高度化に向けて必要な支援を行うものとする。 

２ 前項の規定により支援センターが派遣する専門家は、原則として前年度に本事業において当該

支援先企業の支援を行った者とする。 

３ 第１項の規定により派遣を行う専門家の派遣期間は、フォローアップの申し込みがあった日が

属する年度の２月末日までとする。 

４ 第１項の規定により派遣を行う専門家の派遣回数は、４回を上限とする。 

５ 第１項の規定により派遣される専門家は、支援先企業のフォローアップのため、助言、指導、情

報提供その他必要かつ有益と認められる支援を実施する。 

 

（準用） 

第２２条 第１１条から第１８条の規定は、フォローアップについて準用する。 

 

（その他） 

第２３条 この要領に定めるもののほか、事業の実施に関して必要な事項は、支援センターが別に

定める。 

 

付則 

この要領は、令和４年６月１５日から施行する。 

 

付則 

この要領は、令和５年５月１０日から施行する。 
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別表 

 

伴走型ＤＸ推進プロジェクト 選考基準 

 

伴走型ＤＸ推進プロジェクトにより支援を行う企業は、下記の選考基準を満たす企業の中から、

業種、企業規模、立地地域等を総合的に勘案の上、選考します。 

 

選考基準 内容 

ＤＸ推進計画書の内容 

・自社の現況および課題を具体的かつ的確に把握できているか 

・計画の内容は、自社の現況や課題に対応した取組みを実行する内容であ

るか 

・ＤＸ推進に向けた取組みの進め方や、取組みを通じて達成しようとする

目標は妥当か 

事業効果 
・ＤＸの推進により自社の業務の流れや今後のビジネスモデル展開に与

える効果をイメージできているか 

実現可能性 

・社内が一丸となってＤＸ推進計画の実現に向けて取組みを進めようと

するものであるか 

・ＤＸの推進に向けた組織、人員および予算体制は適切か 

・本事業の支援を受けて実施する取組みの内容は、本事業における支援期

間内に完了が見込めるか 

県内企業への波及効果 
・ＤＸ推進にかかるモデルケースとして県内企業への波及が期待できる

取組みであるか 
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様式第１号 

令和 年 月 日 

伴走型ＤＸ推進プロジェクト 参加申請書 

 

公益財団法人ふくい産業支援センター 

 理事長 様 

 

郵便番号 

住  所 

事業者名 

代表者名 

担当者氏名 

連絡先   TEL 

                      FAX 

                      E-mail 

 

伴走型ＤＸ推進プロジェクトへの参加を希望しますので、下記のとおり申請書類を提出します。 

 

記 

 

 

提出書類 

 （１）申請者の詳細（別紙１） 

 （２）現況および実施計画書（別紙２） 

（３）ＤＸ推進計画書 

 （４）［法人の場合］直近二期分の決算書資料の写し 

    ［個人の場合］直近二期分の確定申告書の写し 

 （５）会社の概要のわかるもの（パンフレット等） 
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（別紙１）  

申請者の詳細 

○企業情報 

企業・団体名   

代表者名 

（役職）   

（氏名）   

（年齢）    歳 所  在  地  

創  業  年   資  本  金         千円 

業  種   

従業員数 

（役員）         人 

（正社員）       人 

（パート・アルバイト）    人 

 

（合計）          人 

売上構成 

事業（取扱品目）内容 売上構成 

 ％ 

 ％ 

 ％ 

 ％ 

仕事の概要 

（主な商品やサービス） 
  

 

○財務状況             （単位：千円） 

 
直近期末 １期前 ２期前 

   年  月期    年  月期    年  月期 

売上    

売上総利益    

営業利益    

経常利益    

当期利益（税引後）    

減価償却費    

総資本（負債＋純資産）    

自己資本（純資産）    

 

  



9 

 

○事業のプロセス 

主な仕入先（パートナー）         主な得意先 

  ➡   ➡  

 

  
 

            

              

生産の流れ（工程） 

（注）「生産の流れ（工程）」は、文章形式ではなく、フローチャート形式で記入すること。 

ただし、サービス業等、工程をフローチャートで記入できない場合は、業務一覧を記入する

こと。 
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（別紙２） 

現況および実施計画書 

 

１ 現状認識 

※自社の経営状況（経営環境の変化や競合社等の状況等）について、５００～１，０００字程度

で記入してください。 

 

 

 

２ 自社が実現を目指す状態 

※１で記載した内容を踏まえ、自社が実現を目指す（あるべき）状態について５００～１，００

０字程度で記入してください。 
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３ 自社が抱えている課題 

※２で記載した内容を踏まえ、自社の経営課題（デジタル技術の利活用以外の事項も含む）につ

いて、５００～１，０００字程度で記入してください。 

 

 

４ 本プロジェクトによる支援を受けて実施する内容および目標（ゴール） 

実施内容 

※本プロジェクトによる支援を受け、ＤＸ推進に向けて実施する具体的な取組みの内容について

具体的に記入してください。 

目標（ゴール） 

※上記取組みの実施により実現を目指す姿・状態を具体的に記入してください。 

予算額 

                  千円 
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５ 組織体制 

組織（部署）名  
人

数 
 

主担当者 

（役職・氏名） 
 

役

割 
 

資格・

スキル

等 

 

担当者 

（役職・氏名） 
 

役

割 
 

資格・

スキル

等 

 

担当者 

（役職・氏名） 
 

役

割 
 

資格・

スキル

等 

 

（注１）自社のＤＸに向けた取組みを担う主な組織（部署）の体制を記入すること。 

（注２）組織（部署）の担当者は、最低でも１名（主担当者）を記入すること。 

（注３）「資格・スキル等」については、自社でＤＸを推進する上で優位となると考えられるもの

について記入すること。 

（注４）担当者の欄は、必要に応じて行を追加しても差し支えない。  
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様式第２号 

令和 年 月 日 

公益財団法人ふくい産業支援センター 

 理事長 様 

住   所 

事業者名 

代表者氏名 

 

令和 年度 伴走型ＤＸ推進プロジェクト 

支援終了後における事業実施状況報告書 

 

令和 年度に貴産業支援センターより支援を受けた標記事業に関し、令和 年度の事業実施状況

について、伴走型ＤＸ推進プロジェクト実施要領第１９条の規定により下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事業の実施状況および得られた成果 

 ※専門家による支援を受けて実施した取組みについて、支援終了後における実施状況、事業実施

により得られた成果等について具体的に記入してください。 

  上記の他、自社で実施しているＤＸ推進に向けた取組み等があれば、併せて記入してください。 

 

 

２ 事業収支（会社全体の数値を記載すること）               （単位：千円） 

 
直近期末 １年後 ２年後 ３年後 

年 月期 年 月期 年 月期 年 月期 

売上高     

営業利益     

減価償却費     

人件費     

設備投資額     

従業員数     

（注１）「直近期末」には、当該プロジェクトの支援先企業として採択を受けた日の属する年度の１

期前の会計期間における状況、「１年後」には、採択を受けた日を含む会計期間における状

況を記入すること。 

（注２）「設備投資額」には、自社のＤＸの推進に向けてデジタルツール等の設備を導入した場合に

導入に要した経費を記入すること。 

（注３）従業員数には会社役員を含めること。 

（注４）実績を記入すること。（実績が未確定の場合は記入不要） 
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様式第３号 

令和 年 月 日 

 

公益財団法人ふくい産業支援センター 

 理事長 様 

 

担当専門家氏名 

 

令和 年度 伴走型ＤＸ推進プロジェクト 支援実施計画書 

 

（企業名）におけるＤＸに向けた支援の実施計画について、下記のとおり届け出ます。 

 

 

記 

○支援の方針 
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○具体的な支援計画 

派遣回数 
時期 

（例：○月上旬 等） 
実施内容（予定） 

１回目   

２回目 
  

３回目 
  

４回目 
  

５回目 
  

６回目 
  

７回目 
  

８回目 
  

（注）時期または実施内容が定まっていない場合は、空欄にしてください。 

 

○支援センターに対する要望 

※支援先企業における支援にあたり、特定分野の専門家の追加派遣や行政機関との調整等が必要

であり、支援センターによる支援等が必要な場合に記入してください。 
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様式第４号 

令和 年 月 日  

公益財団法人ふくい産業支援センター 

 理事長 様 

 

担当専門家氏名 

 

令和 年度 伴走型ＤＸ推進プロジェクト 支援実施報告書 

 

（企業名）において支援を実施しましたので、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

項目 内容 

日 時  

場 所  

参 加 者  

実 施 内 容  

次回派遣日 
※決定していない場合は予定時期を記入（例：10月下旬頃 等） 

次回派遣時の 

支援予定内容 
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様式第５号 

令和 年 月 日 

公益財団法人ふくい産業支援センター 

 理事長 様 

 

担当専門家氏名 

 

企業紹介にあたっての誓約書 

 

令和 年度 伴走型ＤＸ推進プロジェクトにおいて（企業名）の支援を行うにあたり、下記のと

おりシステム開発等の発注先の候補となる企業を紹介します。 

なお、私、（担当専門家氏名）と紹介を行う企業との間には取引や利害関係はなく、（企業名）が下

記の企業に発注を行う際は、発注先の企業の決定に関与しないことを誓約します。 

 

 

記 

 

○紹介を行う企業（２社以上紹介すること） 

 

 

○上記企業に発注しようとする業務の内容（概要） 
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様式第６号 

令和 年 月 日 

伴走型ＤＸ推進プロジェクト フォローアップ申込書 

 

公益財団法人ふくい産業支援センター 

 理事長 様 

 

郵便番号 

住  所 

事業者名 

代表者名 

担当者氏名 

連絡先   TEL 

FAX 

E-mail 

 

令和 年度 伴走型ＤＸ推進プロジェクトにおいて支援を受けた内容について、下記のとおりフ

ォローアップを申し込みます。 

 

記 

 

○自社のＤＸ推進に向けた取組み状況 

（前年度に支援を受けて取り組んだ内容の進捗等を記入すること） 

 

 

 

○フォローアップを希望する時期（ある場合のみ記入） 

 

 


